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特定防衛施設周辺整備調整交付金に係るＰＤＣＡサイクル実施

要領について（通知）

標記について、特定防衛施設周辺整備調整交付金交付要綱（平成１９年防

衛省訓令第９２号）第１６条の規定に基づき、別紙のとおり定め、平成２６

年度以降に実施する事業について適用し、平成２５年度に実施した事業に係

る事業評価については、なお従前の例によることとしたので、遺漏のないよ

う措置されたい。

なお、特定防衛施設周辺整備調整交付金に係る事業評価実施要領について

（地周第４６８２号。２４．４．５）は、廃止する。

添付書類：別紙



特定防衛施設周辺整備調整交付金に係るＰＤＣＡサイクル実施要領

１ 交付申請時における提出資料

⑴ 地方防衛局長又は東海防衛支局長（以下「地方防衛局長等」という。）は、特定

防衛施設周辺整備調整交付金交付要綱（平成１９年防衛省訓令第９２号。以下「要

綱」という。）第４条又は第１０条の補助金等交付申請書の提出を受けるときは、

申請者から第４条各号又は第１０条各号に掲げるもののほか、付紙様式第１により、

次に掲げる事項を記載した書類の提出を受けるものとする。

ア 特定防衛施設周辺整備調整交付金（以下「交付金」という。）の交付の対象と

なる事業（以下「補助事業」という。）の成果の目標

イ アの成果の目標の達成状況を確認する方法

ウ 地域住民への周知に係る計画

エ 必要に応じて、過去に実施した類似の補助事業の評価結果の反映状況

⑵ 地方防衛局長等は、交付金の交付の申請に際しては、前号に掲げる事項について、

具体的に記載するよう申請者に求めるものとする。

２ 事業評価書

⑴ 地方防衛局長等は、交付金の充当額が２百万円以上の補助事業について、当該事

業が完了した日から３か月以内に、補助事業者から、交付決定を行った事業ごとに

付紙様式第２により作成した事業評価書の提出を受けるものとする。ただし、利用

実績等の確認が必要と認められる場合にあっては、利用実績等を踏まえた事業評価

書について、１年以内に別途提出を受けるものとする。

⑵ 公共用の施設の整備に関し、工期や工区分け等の事情から複数の補助事業に分割

して交付決定している場合にあっては、全ての補助事業の完了後において、一の事

業評価書の提出を受けるものとする。

⑶ 基金を設置して実施する事業（以下「基金事業」という。）については、基金の

処分により事業の効果（部分的な効果を含む。）が生じる年度について、補助事業

者から事業評価書の提出を受けるものとする。

⑷ 地方防衛局長等は、事業評価書の提出を受けたときは、その内容を確認し、成果

の目標の達成状況に係る定量的な評価等が不十分である場合や評価方法の客観性に



疑義がある場合など、評価が適切かつ十分に実施されていないと判断した場合には、

当該補助事業者に対し、事業評価書の修正を求めるものとする。

３ 事業の改善に係る措置

地方防衛局長等は、成果の目標の達成が図られなかった場合には、当該補助事業者

に対し、翌年度の類似の補助事業の交付申請を行う前に成果の目標を達成するための

改善措置を実施するよう求めるとともに、改善措置の実施の確認を行うものとする。

４ 評価結果の公表

地方防衛局長等は、毎年度、補助事業者ごとにとりまとめた事業評価書を、当該年

度に完了した補助事業の一覧表と併せて、各地方防衛局又は東海防衛支局のホームペ

ージに掲載するとともに、当該市町村のホームページへの掲載を求めるものとする。

ただし、当該市町村が、既に同一の事業について独自の事業評価を実施し、その評価

書をホームページに掲載している場合であって、当該評価書が付紙様式第２の内容を

網羅していると認められる場合は、この限りでない。

５ その他

第２項及び第４項の規定による事業評価書の提出及び公表があったときは、要綱第

１１条第１１号に規定する事業評価書の提出及び公表を省略することができるものと

する。



付紙様式第１

補助事業の成果の目標等について

補助事業名

補助事業の成果の

目標

成果の目標の達成

状況を確認する方

法

地域住民への周知

に係る計画

過去に実施した類

似の補助事業の評

価結果の反映状況



付紙様式第２

事 業 評 価 書

補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 計

予定 予定 予定

事業費及び交付金額 円 円 円 円 円 円
事業費

交付金額

補助事業の成果及び評価

並びに地域住民への周知

の実施状況

事業の改善措置及び今後

の対応

事業の評価に際しての第

三者機関の活用の有無

注：１ 基金事業の場合には、事業費及び交付金額の欄に、年度ごとの基金造成額（交付金・市

町村費等・その他・運用益・計）、基金処分額及び基金残額についても記載すること。

２ 事業の評価に際して第三者機関を活用した場合は、当該第三者機関の名称及び構成員等

を記載すること。


